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経営戦略及び組織変⾰、経済政策が専⾨。企業経営のコンサルティングから政府の経済政策に関するアドバイス・政策提
⾔に⾄るまで、ミクロからマクロまで幅広く精通し、産・官・学・メディアにおいて豊富な経験を有する。

主な著書
『価値循環の成⻑戦略⼈⼝減少下に“個が輝く”⽇本の未来図』（企画・監修・共著）（⽇経BP 2024年）
『価値循環が⽇本を動かす⼈⼝減少を乗り越える新成⻑戦略』（企画・監修・共著）（⽇経BP 2023年）
『「脱・⾃前」の⽇本成⻑戦略』（新潮社 2022年）
『両極化時代のデジタル経営—共著：ポストコロナを⽣き抜くビジネスの未来図』（ダイヤモンド社 2020年）
『⾃⼰変⾰の経営戦略〜成⻑を持続させる3つの連鎖』（ダイヤモンド社 2015年）他多数
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⽬次

出版概要
発⾏ ⽇経BP
著者 デロイト トーマツ グループ
発売⽇ 2024年4⽉30⽇
売価 1,980円（税込）
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概要

『価値循環の成⻑戦略 ⼈⼝減少下に“個が輝く”⽇本の未来図』

⼈⼝減少時代の最重要課題は である
• ⽇本の⻑期停滞の背景にあるのは、柔軟かつオープンな連携を阻んできた様々な「壁」の存在だ。
• 本書では、こうした「壁」を乗り越えて1⼈当たり付加価値を持続的に成⻑させている企業や地域の

成功事例を分析し、個の付加価値を⾼める実践的な⽅法論を⽰す。
• 更に、「壁」を乗り越えた個⼈、企業、地域等がつながり、⽇本全体で⽣み出す付加価値を⾼め、
それを個々⼈のレベルでの豊かさの向上に持続的に結びつける社会的な仕組みとしての「循環型
成⻑モデル」について詳しく解説する。

• 将来への⼿応えと予⾒可能性を⾼めることで、⼀⼈でも多くの⼈が「明⽇は今⽇よりも良くなる」と
感じられる⽇本社会の指針になることを⽬指している。

第1章 ⼈⼝減少時代の最重要課題は１⼈当たり付加価値の向上
第2章 付加価値向上を⽬指す企業が取るべき３つの成⻑パターン
第3章 ⼈⼝減少下でも成⻑する地域経済の戦略発想
第4章 新市場を創る７つの「成⻑アジェンダ」と⽇本の勝ち筋

モビリティー／ヘルスケア／エネルギー／サーキュラーエコノミー／観光／メディア・エンタメ／半導体
第5章 付加価値の⾼い雇⽤を⽣み出す２つの「労働移動」
第6章 “個”を⽣かす「全世代型リスキリング」と「レベルアップ型」賃上げ
第7章 “個が輝く”⽇本を⽬指して

1⼈当たり付加価値の向上



出版概要
発⾏ ⽇経BP
著者 デロイト トーマツ グループ
売価 1,980円（税込）

4

概要

『価値循環が⽇本を動かす ⼈⼝減少を乗り越える新成⻑戦略』

 「失われた30年」をへて⼈⼝減少に直⾯し、⽇本は「これ以上成⻑できない」という停滞感に覆われて
いる。

 本書では発想を転換し、⽇本が⼈⼝減少を乗り越えるための新成⻑戦略を「価値循環」という考え
⽅を軸に提唱する。

 「価値循環」とは、ヒト・モノ・データ・カネという「4つのリソース」の循環と、⼈⼝減少下でも増加する「4
つの機会」とを掛け合わせ、新たな需要創出の機会を切りひらく考え⽅だ。

 さらに、「価値循環」の考え⽅を、環境・エネルギー、モノづくり、ヘルスケア、観光、地域創⽣という5つ
の領域に当てはめ、⽇本の課題と強みが交差する10のテーマに関し具体的需要創出シナリオを提⽰
する。

 今後世界⼈⼝が減少局⾯に⼊ることを考えれば「価値循環」は、「22世紀型」の成⻑モデルとしてこ
れからの世界全体の羅針盤となる可能性を秘めている。

第1章 変われなければ⽇本は沈む 求められる「発想の転換」
第2章 価値循環がもたらす成⻑のダイナミズム
第3章 持続的成⻑を可能にする4つのリソースの循環
第4章 発想の転換が呼び込む4つの機会
第5章 ⽇本を動かす10の需要創出シナリオ
第6章 世界に先駆けた「22世紀型」成⻑モデルへ

内容

⽬次
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概要

「脱・⾃前」の⽇本成⻑戦略

「タコツボ社会」を打ち破れ!

「失われた30年」と呼ばれて久しい⽇本の低成⻑。その根本原因は⼀
体どこにあるのか？ 変⾰を恐れ、外部との連携を妨げるタコツボ社会、
その根底に宿る「⾃前主義」こそが問題だ。これからの⽇本に必要なの
は「脱・⾃前」。デジタルを活かし、他と連携しながら、⾃らの強みを再発
⾒し、それを磨き上げることで社会全体としての最適を⽬指す。更には、
これからの⼈⼝減少下の⽇本の成⻑を促すためのコンセプト、“循環型”
成⻑のあり⽅について提⾔する。

松江英夫著『「脱・⾃前」の⽇本成⻑戦略』（新潮新書刊）



⼈⼝減少下の新成⻑戦略
“価値循環“
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⽇本の期待成⻑率と賃上げ率の推移 ⽇本の対外投資額と⺠間企業の国内投資額の推移

成長期待の低下により、海外投資は増加する一方で国内投資は抑えられ、賃金、消費
は低迷する状態が定着してしまいました

データソース：内閣府、厚⽣労働省
注：期待成⻑率は今後5年間の業界需要の実質成⻑率⾒通し（上場企業に帯するアンケート調査）。

賃上げ率の対象は⺠間主要企業
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対外投資額 ⺠間企業の固定資本ストック形成

（兆円、1996年からの累計増減額）

（年）

データソース：財務省、内閣府
注：対外投資額は各年の対外直接投資額の残⾼から96 年末時点の残⾼を差し引いたもの。

⺠間企業の固定資本ストック形成は、各年の⺠間企業の固定資本ストック残⾼から96 年末時点の
残⾼を差し引いたもの
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日本経済の成長には、長期停滞の根源にある「将来の需要不足と過去からの供給過
剰」のギャップを解消し、国内の投資増大による将来の需要創出と、供給側の構造改革
を進める政策が必要です

 中⻑期的な時間軸の⽋如
・・・10年単位での⻑期的な時間軸、市場
（需要）起点のゴール設定、⼤胆な変⾰
シナリオが描き切れてないため、構造改⾰の
道筋が不明確である。

 重点的な資源配分が不⼗分
・・・重点領域に資源を集中できず、配分が
⼀律かつ⼩⼝分散になりがち。新たな需要
創出⼒にはつながらない。

 マクロとミクロの乖離
⾦融、財政におけるマクロ政策を推し進める
⼀⽅で、労働市場をはじめ産業・組織レベ
ルの規制や構造を変える改⾰が進まず、成
⻑へのダイナミズムが⽣まれない。

⽇本の成⻑戦略は何が問題なのか

必要な⼿⽴て現状の課題

マクロ政策との連動

構造的なギャップの解消

新
た
な

需
要
創
出 価値循環

構
造
改
⾰

⾃前主義によるタコツボ化
を脱し、デジタルを活⽤し
ダイナミズムを⽣み出す

脱・⾃前

⼈⼝減少下でも
新たな需要を創出する

マクロ

ミクロ

構造的なギャップの存在
①

②

→成⻑への効果が
限定的

マクロ政策
（おもに⾦融・財政）

①過去から
の供給過剰

②将来
の需要
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“脱・⾃前”から”価値循環”へ

人口減少下の日本における成長には、“脱・自前”により生産性を高めるとともに、リソースを
循環させることで新たな付加価値を生み出す“価値循環”が求められます

脱・⾃前 価値循環

将
来
の
﹁
新
た
な
需
要
創
出
﹂

成⻑へのカギ

各
プ
レ
イ
ヤ
︱
の
新
た
な
付
加
価
値

増
加
を
社
会
全
体
の
付
加
価
値
増
加

に
つ
な
げ
る

①：仕事を分解する
②：デジタルを活⽤する
③：外と組む

【本業の再定義】
強みを⾒出す
“3つの視点”

“集中”と“連携”がキーワード

カネ

データ
ヒト

モノ

相互の繋がり 持続的な繋がり

回転と
蓄積

内向きなタコツボ社会、縦割り構造から脱却することで
相互の繋がりを作り、構造を変⾰する

「循環」による継続的な繋がりに
よって付加価値を⾼める



価値循環による
「新たな需要」創出シナリオ
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新たな成⻑のコンセプト〜「価値循環」

“取引頻度”を増やす「回転」と、情報の「蓄積」から“価格”を上げられるサービスを生み
出す「価値循環」が新たな成長戦略のコンセプトです

売上 価格 数量＝ ×
⼈数 頻度価格 × ×

取引の頻度を
増やす

取引を通じて得られた情報や
知⾒を基に、付加価値を⾼め

価格を上げる

蓄積 回転

価値循環

供給過剰を解消し、低価格化の解消や全体的な無駄を削減し⽣産
性を⾼める

需要起点でのニーズを深く捉え、産業横断のつながり、連携度を⾼めるソ
リューションによって市場を創出する

持続可能性の⾼まりが予⾒可能性を⾼めることにより、経済停滞の
要因である将来不安を軽減し、将来への投資拡⼤を⽣む

付加価値向上と“循環”メカニズム ⽇本における“循環”の3つの意味、合理性

1. 産業における⽣産性向上

2. 予⾒可能性・持続可能性の
⾼まりによる将来投資の活性化

3. 新たな市場の創出

「良いモノをより安く、多くの⼈に売る」から、「良いモノをより⾼く、繰り返し使ってくれる⼈に売る」ことを⽬指す時代になる「良いモノをより安く、多くの⼈に売る」から、「良いモノをより⾼く、繰り返し使ってくれる⼈に売る」ことを⽬指す時代になる



価値循環＝４つのリソース循環×４つの機会

「価値循環」 とは4つのリソース（ヒト・モノ・カネ・データ）を循環させ、 4つの機会に適用
することで「新たな需要」を創出するという考え方です

• 交流型⼈材循環
• 回遊型⼈材循環
• グローバル型頭脳循環

• リペア・リユース・アップサイクル
• 地域集中型資源循環

 ヒト・モノ・カネ・データのすべてを循環させて、需要起点で新たな価値を⽣
み出す（サーキュラーエコノミー（モノ起点）を包括する概念）

 循環による継続性を保つことで持続的な成⻑に繋げる。

• 社会課題解決型投資
• スタートアップ投資

• 個客志向マーケティング
• デマンドチェーンの構築
• 地域コミュニティーの活性化

需要起点で新たな価値を⽣み出す
「ヒト・モノ・カネ・データ」の循環

カネ

データ
ヒト

モノ

• 世界有数の海洋資源の開拓
• 国⼟の過半を占める森林の活⽤
• 広がる宇宙空間関連の多様な
ビジネス展開

②リアル空間の活⽤・再発⾒

• 海外のカネやヒトの取り込み
• インバウンドのアウトバウンド化
• 課題先進国のソリューション輸出

①グローバル成⻑との連動

• 新しい経済活動の広がり
• 新しいコミュニティーの広がり
• 新しい労働の可能性の広がり

③仮想空間の拡⼤

• 地域特有の「宝」×他ジャンルのアイデア
• 健康寿命×グローバル研究開発
• 熟練技能者の知⾒・経験×テクノロジー

④時間の蓄積が⽣み出す資産

これから「増える」要素、「掘り起こせる」要素

4つのリソースの循環 4つの機会
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⽇本を動かす需要創出シナリオ

価値循環によってもたらされる需要創出シナリオを提唱します

再エネ移⾏が⽣む巨⼤需要を
刈り取る

シナリオ1： 再⽣可能エネルギー関連市場 ――再エネの供給と利⽤を結び付け循環させる

シナリオ2： セクターカップリング ――既存と新規のエネルギーインフラを⼀体化させ循環させる

環境・エネルギー

製造業から
「資源再⽣業」へ

シナリオ3：静脈市場の開拓 ――動脈と静脈をつなげて循環させる

シナリオ4： リサイクルクレジット取引市場 ――廃棄物を価値化し、資源として循環させる

モノづくり

健康⻑寿社会の実現で
世界をリード

シナリオ5： 〝⻑寿〞イノベーション・ハブ ――⻑寿を強みにグローバル規模でリソースを循環する

シナリオ6： コネクテッド・ヘルス ――健康データを循環させて業種を超えてサービスを広げる

ヘルスケア

「観光⼤国・⽇本」の
ポテンシャル最⼤化

シナリオ7：〝循環〞ツーリズム ――観光客と働き⼿の双⽅でヒトの循環を促す

シナリオ8： 観光データ・マーケティング ――観光データの循環で先読み需要を開拓する

観光

価値循環を組み込んだ
地域活性化の推進

シナリオ9： ライフワーク×観光 ――ライフワークをきっかけに⻑きにわたるヒトの循環を作り出す

シナリオ10： 再エネ×地域コミュニティー ――再エネを軸に地域のリソースを循環させる

地域創⽣



「循環型成⻑モデル」の実現に向けた
政策課題と方向性
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「循環型成⻑モデル」

日本全体で生み出す付加価値を高め、個々人のレベルでの豊かさの向上に持続的に
結びつける社会的な仕組みとして、「循環型成長モデル」を提唱します

⼈々の幸福
（Well-Being）

を⾼める経済循環

⼈々の幸福
（Well-Being）

を⾼める経済循環

消費拡⼤

２２

所得向上

１１

⽇本が直⾯する社会課題
（環境・エネルギー、健康、教育、観光、国⼟強靭化）
AA

新
た
な
市
場
の
創
出

DD４４

⼈材育成
（リスキリング）

３３

雇⽤創出

解決策（ソリューション）の実装CC

解
決
⼿
段
の
強
化

(

ス
タ
︱
ト
ア
ッ
プ
︑科
学
技
術
︑DX·GX

へ
の
投
資)

B

【⼩循環】

【グローバル循環】

【⼤循環】



「循環型成長モデル」の考え方は、2024年6月の新しい資本主義に関する自民党と政府
の提言文書に取り入れられました
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7つの成⻑アジェンダ

循環型成長を阻害する「壁」を越えて「新たな市場を創出」することで成長力が高まります

⼈々の幸福
（Well-Being）

を⾼める経済循環

⼈々の幸福
（Well-Being）

を⾼める経済循環

消費拡⼤

２２

所得向上

１１

⽇本が直⾯する社会課
題（環境・エネルギー、健康、教

育、観光、国⼟強靭化）
AA

新
た
な
市
場
の
創
出

DD４４

⼈材育成
（リスキリング）

３３

雇⽤創出

解決策（
）

解決策（ソリューショ
ン）の実装C

解
決
⼿
段
の
強
化

(

ス
タ
︱
ト
ア
ッ
プ
︑科
学
技
術
︑DX·GX

へ
の
投
資)

B

【⼩循環】

【グローバル循環】

【⼤循環】

モビリティー

ヘルスケア

サーキュラーエコノミー

エネルギー

観光

メディア・エンターテイメント

半導体

「⾃動⾞⼤国」から「モビリティー⼤国」へ

健康⻑寿ソリューションの全世界展開

「多層的エネルギーミックス」の構築で世界をリード

「少資源国」から「再⽣資源⼤国」へ

⽇本全国テーマパーク化

コスモポリタン・エンターテインメントの追求

オープンなシリコン城下町の創造
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3つの壁と勝ち筋

【半導体】ビジョン実現には「技術・連携不足」 「人材不足」 「需要と供給の未連携」という
3つの壁がありますが、それを乗り越えるための勝ち筋があります

グローバルR&Dでの
⽇本固有のポジション確⽴

市場停滞の背景にある
「技術・連携不⾜」

産業クラスターを起点とした
半導体⼈材の育成

深刻な専⾨・ハイブリッドの
「⼈材不⾜」

新市場を開拓する
デマンド起点での「つながり」創出

需要創出を妨げる
「需要と供給の未連携」

勝ち筋1 勝ち筋2 勝ち筋3

業種・業界間の壁 ⼈材不⾜の壁 組織間の壁



将来的に⼈材が必要となる産業

労働移動に関しては、成長産業としてのDX、GXを通して需要が拡大する産業、労働力不足
が加速し雇用ニーズが高まる生活関連サービス産業への移動を念頭に置く必要があります。

①
成⻑投資が

加速する産業

GX産業

デジタル産業

②
労働⼒不⾜が
加速する産業

⽣活関連
サービス産業

（介護、医療・保健、建設等）

 「今後10年間に150兆円超の官⺠GX投資」という政府⽬標の下、
今後投資が加速し、産業が成⻑

 脱炭素化に向けて電化が進み、電⼒需要は2050年に1.2倍に
 電⼒関連の内、特に既存電⼒の送配電設備・施設建設や、太陽

光・⾵⼒などの再エネ施設建設や部品関連産業において需要が
期待される

 更に、脱炭素化実現には⽔素や蓄電池の活⽤や製造プロセスの
変⾰等が必要となり、エネルギー以外の多くの産業にも波及する

 DX化の加速に伴い、情報サービス産業の需要が2050年に2.4倍に
 情報処理・通信技術者の労働需要は、2050年に20％増加する

⾒通し

 ⾼齢⼈⼝が増え、対⼈の⽣活関連サービスのニーズが⾼まるため、
労働需要は増加する⾒通し

 特に、介護、保健・医療、建設産業の労働需要が増加
 ⼀⽅で、⽣産年齢⼈⼝の減少に伴い労働供給が減少するため、

上記以外の産業も含め、⽇本全体で労働⼒不⾜が加速

⼈々の幸福
（Well-Being）

を⾼める経済循環

⼈々の幸福
（Well-Being）

を⾼める経済循環

消費拡⼤

２２

所得向上

１１

⽇本が直⾯する社会課⽇本が直⾯する社会課
題（環境・エネルギー、健康、
教育、観光、国⼟強靭化）

AA

新
た
な
市
場
の
創
出

DD４４

⼈材育成
（リスキリング）

３３

雇⽤創出

解決策（ソリューショ
ン）の実装

解決策（ソリューショ
ン）の実装CC

解
決
⼿
段
の
強
化

(

ス
タ
︱
ト
ア
ッ
プ
︑科
学
技
術
︑DX·GX

へ
の
投
資)

BB

【⼩循環】

【グローバル循環】

【⼤循環】



経済成⻑に必要な労働移動

産業ごとの特性をまえて「業界間」「業界内」の双方の労働移動を促すことが全体的な生
産性向上に繋がります

（注1）内閣府が公表している「経済活動別の国内総⽣産」における29産業のうち公的セクター（公務）・エネルギー（⽯油、電気・ガスなど）・不動産を除く25業種。
（注2）横の⾚点線はp.17の⾼⽣産性の区分に基づく。縦の⾚点線は就業者数の平均値。（データソース）内閣府

化学

情報・通信機器

⼀次⾦属

電⼦部品デバイス

電気機械
輸送⽤機械

はん⽤機械など

紙・パルプ

窯業・⼟⽯
⾷料品

⾦属

その他製造業繊維

情報通信

⾦融

鉱業

教育
卸・⼩売業

運輸・郵便 建設業 専⾨・科学技術、業務⽀援サービス
保健衛⽣・社会事業

その他サービス

宿泊・サービス

農林⽔産業

0

0.05

0.1

0.15

0 200 400 600 800 1000

労
働
⽣
産
性

就業者数

（15‐19年平均）

（万⼈）

＜労働⽣産性と就業者数（産業別）＞成⻑産業

就
業
者
の
増
加

労働⽣産性向上

⾼齢化で⼈⼿不⾜が加速する産業

①業界間の
労働移動

②業界内の労働
移動



「循環型成長」に向けて、成長と分配の好循環を促す経済財政のあり方が求められます

マクロ経済ブロック

財政ブロック

社会保障ブロック
＜給付＞ ＜負担＞

人口・労働供給ブロック（ヒト）

労働人口 労働参加率

年金受給者数

年金給付費

被保険者数

• 年金保険料負担
• 基礎年金特別国庫負担額
• 年金保険運用収入

【年金】

保険加入者数

医療費・介護費
• 保険料負担（被保険者・事業主）
• 公費負担（国庫・地方）
• 利用者負担

【医療・介護】

・人口（医療）
・介護サービス受給者数

【その他】

・生活保護費
・児童手当費
・障害福祉サービス費
・失業等保険給付費
・雇用保険事業費 など

• 保険料負担（被保険者・事業主）
• 公費負担（国庫・地方）
• 利用者負担

＜歳出＞ ＜歳入＞【国】

国債費(償還費・利払費等)

地方交付税交付金等

公債金

【総供給】

【総需要】

労働投入量

資本投入量

全要素生産性
潜在成長率

実質GDP 名目GDP 国民所得

需給ギャップ 消費者物価上昇率 金利

・雇用者報酬
・財産所得（配当・利子）
・企業所得

公需

外需

資本・資源ブロック（モノ、データ、カネ）

エネルギー資源 天然資源

データ（計算資源）

＜フロー＞ ＜ストック＞

消費

住宅投資【
家
計
】

【
政
府
】

設備投資

【
企
業
】

＜消費＞ ＜収入＞

固定資産

金融資産

＝（国民所得＋社会保障給付）
-（税＋保険料）

【
家
計
】

【
企
業
】

国債残高

その他収入

国税
社会保障

その他一般歳出

生産年齢人口

【地方】

地方交付税

国庫支出金

地方債

その他収入

地方債残高

民生費

その他一般歳出

公債費(償還費・利払費等)

地方税

社会保障公費負担

所得、金利
賃金・物価

政府消費・投資

資本・資源

労働ボリューム

賃金・物価

社会保障
給付・負担

労働移動

労働時間（期間）

・預金・預金
・株式・債券・投資信託等
・保険

可処分所得

労働資産性



「成長と分配」の好循環に影響を及ぼす主要な政策課題と方向性は以下の通りです。

労働投入量

資本投入量

全要素生産性

ストック

政府・
公的機関

成
長

分
配

 勤労期間拡大による労働人口拡
大（高齢者の勤労促進）

 外国人労働者の受け入れ拡大

 DX・GX関連の設備投資
 エネルギー/食料自給率の向
 資源循環による国内再投資
 FDI拡大（国内投資呼び込み）

 デジタル化による生産性向上
 新陳代謝を伴う産業構造転換
 労働移動の円滑化

 金融資産・不動産の運用強化
 二次流通市場（中古市場）の拡
大による資産効率向上

 貯蓄から投資へ（資産運用立国）

 成長を後押しする社会保障制度
の在り方（給付と負担の関係の
見直し）

 健康寿命の延伸で高齢者の勤労期間の延長(75歳
まで等)を促すことで、生産年齢人口増

 外国人の就労受入れによる労働力減少の緩和

 エネルギー/食料の自給率を高めることで国内投
資増加と輸入削減（資本の外部流出減）

 サーキュラーエコノミーによる資源の国内再活用
の加速と資源の輸入リスク／コスト縮小

 生産性の高い成長産業の創出による生産性向上
（ボーモル効果）

 成長産業への労働者の移動による生産性向上（デ
ニソン効果）

 資本市場の活性化と金融資産の運用力の強化
 二次流通市場を拡大し、資産（不動産・動産）の
回転率を高めることによる価値の向上

 年齢や属性を問わない就労促進、現役世代の可処
分所得の向上等

 社会保険と税の組み合わせによる最適な負担の在
り方（ストック課税の拡大含む）

検討の方向性対象範囲 政策課題



全世界からヒトやカネを
⽇本に呼び込む

Text

⽣み出されたソリューション
を展開しグローバル規模で
新たな需要を開拓

「縦割り」を廃し、「横割り」
で社会課題解決型の
イノベーションを推進

農
林
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業
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価値循環によるこれからの⽇本の成⻑戦略

日本は、課題先進国の特徴を活かし、国内外からリソースを呼び込んで解決策を生み出すこ
とで国内需要を増やし、さらに世界に展開する「価値循環による成長戦略」こそが勝ち筋です。

「課題先進国」であることを
強みとしてフルに活⽤し・・・

⽬指すべき⽇本の姿
（５つの“Ｋ”）

「グローバル⽬線」での循環の促進

「業種・業界の枠」を超えた循環の促進

教育⼤国

健康⼤国 国⼟強靭化

観光⼤国

“５Ｋ”
環境・

エネルギー⼤国



参考資料
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⽇本の期待成⻑率の推移

「失われた３０年」の真因の⼀つは、⼈⼝増加の２度のピークアウトを境に、⼈⼝減少が将来
も続くという予測に基づき、“期待成⻑率が低下した”ことにあります

データソース：内閣府、厚⽣労働省 注：期待成⻑率は今後5年間の業界需要の実質成⻑率⾒通し（上場企業に対するアンケート調査）
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8
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期待成⻑率
(%)

1998年から
1%台に突⼊ 2008年を境に

0%台〜1%台前半が慢性化

⽣産年齢⼈⼝
ピーク

総⼈⼝
ピーク
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世界各国の⼈⼝増加率と実質GDP成⻑率の関係 G7各国の⼈⼝増加率と⼀⼈当たり実質GDPの関係

経済成⻑は⼈⼝以外にも数多くの要因が介在するため、⼈⼝減少下にあっても、⼀⼈当たり
の付加価値（GDP）を⾼めることで成⻑は可能です
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実
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GD
P成

⻑
率

⼈⼝増加率

（％）

（％）

データソース：IMF（国際通貨基⾦）
注：⼈⼝増加率と実質GDP成⻑率は2000年から21年の平均。●⾊のプロットがG7国。21世紀政策研究所レポートを参考に作成
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2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

（万⼈）

予測
2020年対⽐：▲1968万⼈

減少率：▲26.2％（年率約１％）

（年）

2050年までの⽣産年齢⼈⼝の推計 潜在成⻑率を維持するの必要な労働⽣産性の伸び率

今後の⽣産年齢⼈⼝の減少を踏まえると、潜在成⻑率1%を維持するには労働⽣産性の伸
び率1.5%〜2%を実現する必要があります

現在の潜在成⻑率である0.5％〜1.0％を維持するには、
労働⽣産性の伸び率は毎年1.5％〜2.0％必要

さらに⾼い経済成⻑を実現するには、
労働⽣産性の“2.0％のハードル”を超える必要がある

注：1⼈当たりの平均労働時間を⼀定とした場合

30年間で約2000万⼈減少
＝毎年約1％の労働投⼊量の

減少に相当

データソース：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝(令和5年推計)」
注：出⽣中位(死亡中位)推計。
27



28

• 海外から⽇本への投資規模全体を⽰す対⽇直接投資残⾼（FDI）
は2021年末に40.5兆円となり、過去最⾼を記録した。

• しかし、対GDP⽐では諸外国と⽐べて極めて低い。2021年のFDIの名
⽬GDP⽐は、⽇本は4.7％にとどまる⼀⽅で、英国は82.0％、⽶国は
59.3％である。⇒海外から⽇本への直接投資には、既存の⽬標値を上
回る〝⼤幅な伸びしろ〟があることを⽰唆する

4つの機会①：世界の成⻑と連動させる取り組み
対⽇直接投資の伸びしろ

機会①グローバル成⻑との連動〜海外のヒト・カネの取り込みとソリューションの輸出です

⼈⼝増/市場拡⼤

観光需要増

社会課題増

海外のカネやヒトの取り込み

ソリューションの輸出

インバウンドのアウトバウンド化

観光客増

帰国後の消費継続

グローバル ⽇本

4.7 

82.0 

59.3 

0

50

100

⽇本 英国 ⽶国

FDIの名⽬GDP⽐(%)

データソース：OECD



29

4つの機会②：未開拓・未活⽤のリアル空間の活⽤
ブルーエコノミーの市場規模と可能性

機会②未開拓・未活⽤のリアル空間の活⽤〜ブルーエコノミーは、世界では2030年に約500兆
円に、国内では約28兆円に成⻑する⾒込みです

地
球
上

宇
宙

海洋資源活⽤
（ブルーエコノミー）

森林資源活⽤

宇宙空間でのビジネス

地上での
宇宙関連
ビジネス

ネイチャーポジティブ経済

価値の掘り起こし・
市場拡⼤

ブルーエコノミー
市場規模

約500兆円
（2030年）

ブルーエコノミー
市場規模

排他的経済⽔域と
領海を⾜した⾯積

⽇本

約28兆円 世界第6位
（2030年）

世界

データソース：OECD、European Commission、World Bank Group などの公開資料を基に
デロイトトーマツ作成
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4つの機会③：仮想空間の拡⼤
NFT関連事業者の資⾦調達規模

機会③仮想空間の拡⼤〜仮想空間で新たな経済活動・コミュニティー・労働が⽣まれ、リアル
空間同様の成⻑が可能になります

データソース：デロイト トーマツ「TechHarbor 」
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（アニメ、マンガ、ゲームなど）

⾃治体

電⼦住⺠票
デジタル関連⼈⼝
DAO 地域通貨

障害者、⾼齢者、
⾮都市地域在住者など

仮想空間上での労働

新しい経済活動 新しいコミュニティ 新しい労働

NFT
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4つの機会④：時間の蓄積が⽣み出す資産

機会④時間の蓄積が⽣み出す資産：⽂化・技術・⽣物的な蓄積（伝統や経験、知識）に、
他の要素を掛け合わせて価値を増幅させます

時間が蓄積された資産 掛け合わせる対象

価値の蓄積

価値の増幅×

×

×

⽇本各地特有の「宝」 他ジャンルのアイデア

健康寿命

熟練技能者の知⾒・経験

グローバル研究開発

テクノロジー

例：⾃然、景観、歴史、⾷⽂化、
⽂化財、建物、⼯芸品、
⾔葉、伝統芸能、アクティビティ 等



定量分析：地域成⻑と⼈⼝の関係

地域の「⼀⼈当たり付加価値額」と⼈⼝の増減を分析すると、⼈⼝減でも成⻑する地域の存在
が浮かび上がります
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市町村の⼈⼝変化と
⼀⼈当たり付加価値の

変化をプロット

 分析単位：
市区町村

 使⽤データ：
経済センサス、
国勢調査

 対象期間：
2016年ー2021年

 変数
たて軸：
事業従事者⼀⼈
当たり付加価値額
の変化率
よこ軸：
⼈⼝変化率

⼈⼝減少と経済成⻑は
必ずしも関係しない

 「効率化」象限：
全体35％、約600⾃治体

 「縮⼩」象限：
全体47％、約800⾃治体
「効率化」象限に引き上げる
ことが重要

結果分析アプローチ ⽰唆

⾮・効率化
（⼈⼝増・付加価値減）

縮⼩
（⼈⼝減・付加価値減）

拡⼤
（⼈⼝増・付加価値増）

効率化
（⼈⼝減・付加価値増）

約6%約35％

約47% 約13%

‐40%

‐30%

‐20%

‐10%

0%

10%

20%

30%

40%

‐10% ‐8% ‐6% ‐4% ‐2% 0% 2% 4% 6% 8% 10%

1
⼈
当
た
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付
加
価
値
額
の
Ｃ
Ａ
Ｇ
Ｒ

︵
２
０
１
６‐

２
０
２
１
年
︶

⼈⼝CAGR
（2016‐2021年）データソース：総務省・経済産業省「経済センサス」、国勢調査の各年データ

*事業従事者⼀⼈当たり付加価値額：企業等の付加価値額（売上⾼ー費⽤総額＋給与総額＋租税公課）について、企業等の本所・⽀所の⽴地⾃治体に事業従事者数に応じて案分された値



成⻑要因（リサーチ）
⼈⼝

（2021年）
［⼈］

⼀⼈当たり
付加価値の

年平均成⻑率
地域順

位
種
別

地域密着型介護サービスなどの医療・福祉8,04015%北海道 三笠市1

市
精密機械器具などの製造業47,68212%⼭形県 東根市2

半導体関連産業などの製造業19,2704%⿅児島県 阿久根市3

半導体関連産業などの製造業57,0324%熊本県 宇城市4

⾃動⾞・半導体関連産業などの製造業112,9374%岩⼿県 奥州市5

精密機器等の製造業19,92219%宮崎県 ⾼鍋町1

町
ドローンフィールドによる町おこしの取り組み7,36713%徳島県 那賀町2

ブランド⽜乳等の⾷品製造業の成⻑5,50710%北海道 浜中町3

環境リサイクル産業等の製造業の広域連携4,78010%秋⽥県 ⼩坂町4

地産にんにくなど農林漁業振興の取り組み4,9689%⻘森県 ⽥⼦町5

先端技術導⼊による農業無⼈化などの取り組み3,08019%北海道 更別村1

村
サトウキビ栽培振興などの農林漁業1,28511%沖縄県 南⼤東村2

世界⽂化遺産を軸とした宿泊、飲⾷サービス業など6239%奈良県 ⿊滝村3

地域の特産品を軸とした宿泊・飲⾷サービス業など1,2468%福島県 昭和村4

キノコ栽培の6次産業化などの製造業3,9028%⼭形県 鮭川村5

「⾼成⻑地域リスト」

⼈⼝減でも成⻑する「⾼成⻑地域」の中で、地域の取り組みによる内発的成⻑と⾒られる
地域を調査した結果、その背景に「共通化」と「差異化」といった要因が⾒られました
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＜抽出条件＞
①直近で⼈⼝減に直⾯している（2011年‐2016年）、②２期間連続で付加価値合計額が増加している（2011年‐2016年、2016年‐2021年）、
③⼀⼈当たり付加価値の成⻑率が上位5団体（2016年‐2021年） *23区特別区は除外

⾼成⻑地域リスト

【選定対象】
地域の取り組みによる

内発的成⻑
と⾒られる地域

外部要因等の
外発的成⻑

と⾒られる地域

差異化差異化 共通化共通化

⼯場新設・
市況影響など
⼯場新設・
市況影響など

調査結果



「価値循環」に基づく2つの戦略発想

「価値循環」に基づくと、⼈⼝減少下の地域では、個性に合った産業テーマを伸ばす「差異化」と、
地域・産業横断的な協⼒を増やす「共通化」の2つの戦略発想が求められます
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蓄積

回転

価値循環

取引の頻度を
増やす

取引で得られた
情報や知⾒を基に、
付加価値を⾼め
価格を上げる

差異化 ＝ 地域の個性に合った産業テーマを伸ばす差異化 ＝ 地域の個性に合った産業テーマを伸ばす

共通化 ＝ 地域・産業の垣根を超えた協⼒を増やす共通化 ＝ 地域・産業の垣根を超えた協⼒を増やす

地域資源 産業 ⼈材

地域資源 範囲

特徴を持った地域
資源

（⼈材、技術、リア
ル空間、データ等）

成⻑産業のテーマ
（７つの成⻑アジェンダ）

地域⼈材の
確保・育成

共通化する地域
資源（⼈材、資
源、資⾦、データ
等）

× ×

×

共通化する地域・
産業

必要な政策⼿段（例）

 産業振興
 研究開発・設備投資等
への助成・補助⾦

 新規事業に関する
規制・ルール整備

 ⼈材確保・育成
 外部・⺠間⼈材等の活
⽤⽀援、就労⽀援

必要な政策⼿段（例）

 産業振興
 研究開発・設備投資等
への助成・補助⾦

 新規事業に関する
規制・ルール整備

 ⼈材確保・育成
 外部・⺠間⼈材等の活
⽤⽀援、就労⽀援

必要な政策⼿段（例）

地域資源の共通化
⾃治体間の広域連携
⾏政のDX推進

範囲拡⼤
地域・産業横断的な
座組の整備

デジタル基盤の整備

必要な政策⼿段（例）

地域資源の共通化
⾃治体間の広域連携
⾏政のDX推進

範囲拡⼤
地域・産業横断的な
座組の整備

デジタル基盤の整備



⾼成⻑地域③：北海道 更別村（さらべつむら）（1/2）

「課題先進村」であることを活かし、先端技術を集積してソリューションのイノベーションハ
ブとして「差異化」することで、⼈材育成にも繋げつつ地域の⾼成⻑を実現しています
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価値循環で読み解く「⾼成⻑」地域概要

広⼤な⼤型農耕地

 北海道⼗勝南部に位置
 ⾯積180km2と広⼤な平原を有する⼤型農耕地
 ⼈⼝の約43％が農業に従事

⼤型農耕地を活⽤して先端技術を呼び込み
課題解決を進める「イノベーションハブ」として「差異化」

275

650

2016 2021

（万円）

（年）

3,185  3,080 

2016 2021

（⼈）

（年）

CAGR
19%

⼀⼈当たり付加価値額 ⼈⼝

AIトラクターの実証実験

 研究活動を起点に⾼成⻑
 「学術研究、専⾨・技術サービス業」の⼀⼈当たり付加価値額が

117％成⻑（2016〜2021年）
 2023年度以降の5年間で177億円の経済効果を⾒込む

 国の⽀援メニュー活⽤による先端技術の呼び込み
 2018年「未来技術社会実装事業」選定、AIトラクター等を実証実験
 2022年「デジタル⽥園都市国家構想」選定。先端技術を活⽤した
住⺠サービスを提供（⾃動運転バス、健康⽀援サービス等）

 サテライトオフィスを整備、⾸都圏等から関連スタートアップ等が進出

 産官学連携によるスマート農業の担い⼿育成
 2020年東⼤サテライトキャンパスが⽴地、スマート農業等の研究加速
 更別村、地元農業⾼校、東⼤、⺠間事業者（スマートアグリのスタート
アップ等）で連携し、スマート農業の講座提供等により⼈材育成

主
な
取
組
み

官

⺠

成
⻑

出所：経済センサス、国勢調査、更別村各種公表情報、Social Knowledge Bank合同会社、更別村役場へのヒアリング



⾼成⻑地域③：北海道 更別村（さらべつむら）（2/2）

データ連携基盤を構築して、官⺠でデータ活⽤の仕組みを「共通化」することで、⺠間事業者の
ノウハウも活⽤して住⺠への⾼度なサービス提供に繋げています
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価値循環で読み解く「⾼成⻑」取り組み詳細
⾃治体の有する産業・⾏政データ活⽤の仕組みを

官⺠で「共通化」することで住⺠向けサービスを⾼度化
更別村が⽬指す住⺠向けサービスの全体像*1

 ⼀体的な住⺠向けサービス
⽇常⽣活、移動、買い物、病院等についてサービス提供

 データ連携
都市OSを介して、医療情報等、サービスを通じて得られたデータ
を連携

 国の⽀援メニュー活⽤によるデータ活⽤推進
 2021年「データ連携促進型スマートシティ推進事業」(総務省)選定
都市OS、産業データ・⾏政データの連携基盤を整備（NEC協⼒）

 研究機関や⺠間事業者との連携拡⼤
 健康診断データ等のPHRを連携し、⽣活習慣病のリスク評価に活⽤
（SOMPO ホールディングス）

 ⺠間事業者の独⾃決済サービスを活⽤し、健康増進活動へ地域ポイント
を付与する試みを推進（みずほ銀⾏の「J–Coin Pay」）

 健康⽀援等の⾼齢住⺠向けサービスを⼀部有料化して提供
（官⺠連携のソーシャルベンチャーを通じて提供）

主
な
取
組
み

官

⺠

出所：更別村各種公表情報、更別村役場へのヒアリング、SOMPOインスティチュート・プラス、みずほ銀⾏
*1：スーパーシティ型国家戦略特別区域に関する更別村の再提案書「更別村スーパーシティ構想」より抜粋。ただし、結果は⾮選定。
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7つの成⻑アジェンダ

循環型成⻑を阻害する「壁」を越える勝ち筋を追求することによって、成⻑⼒が⾼まります

⼈々の幸福
（Well-Being）

を⾼める経済循環

⼈々の幸福
（Well-Being）

を⾼める経済循環

消費拡⼤

２２

所得向上

１１

⽇本が直⾯する社会課⽇本が直⾯する社会課
題（環境・エネルギー、健康、教育、

観光、国⼟強靭化）
A

新
た
な
市
場
の
創
出

DD４４

⼈材育成
（リスキリング）

３３

雇⽤創出

解決策（ソリューション）
の実装

解決策（ソリューション）
の実装C

解
決
⼿
段
の
強
化

(

ス
タ
︱
ト
ア
ッ
プ
︑科
学
技
術
︑DX·GX

へ
の
投
資)

B

【⼩循環】

【グローバル循環】

【⼤循環】

モビリティー

ヘルスケア

サーキュラーエコノミー

エネルギー

観光

メディア・エンターテイメント

半導体

「⾃動⾞⼤国」から「モビリティー⼤国」へ

健康⻑寿ソリューションの全世界展開

「多層的エネルギーミックス」の構築で世界をリード

「少資源国」から「再⽣資源⼤国」へ

⽇本全国テーマパーク化

コスモポリタン・エンターテインメントの追求

オープンなシリコン城下町の創造
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3つの壁と勝ち筋

【モビリティー】ビジョン実現には「モノ偏重」 「よそもの排除」 「指揮者不在」という3つの壁があり
ますが、それを乗り越えるための勝ち筋があります

地域単位×⽣活者⽬線による
モビリティーのデザイン

機能価値を重視する「モノ偏重」

「共助」の異業種連携の推進

異業種との連携を嫌う「よそもの排除」

モビリティー⼈材輩出の
エコシステム構築

モビリティーデザインの「指揮者不在」

勝ち筋1 勝ち筋2 勝ち筋3

業種・業界間の壁意識や思い込みの壁 ⼈材不⾜の壁
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3つの壁と勝ち筋

【ヘルスケア】ビジョン実現には「医療偏重」 「予防・医療・介護の断絶」 「外需開拓」という3つ
の壁がありますが、それを乗り越えるための勝ち筋があります

世界初の
バリュー・ベースド・ヘルスケアに

基づく予防市場の形成

「医療偏重」の中で
盛り上がりを⽋く予防需要

グローバル化の壁

地域に根差した
「⾼齢者向けトータルヘルスケアPF」の

構築

「予防・医療・介護の断絶」による
⼈材・リソース不⾜

組織間の壁

⾼度医療のパッケージ化による
グローバル展開の加速

医療に関する「外需開拓」の⽴ち遅れ

勝ち筋1 勝ち筋2 勝ち筋3

意識や思い込みの壁 業種・業界間の壁 グローバル化の壁
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3つの壁と勝ち筋

【エネルギー】ビジョン実現には「資源の海外依存」 「進まない先⾏投資」 「縦割り構造」という3
つの壁がありますが、それを乗り越えるための勝ち筋があります

資源の「グローバル循環」と
「国内循環」の連動・⼀体化

深刻化する「資源の海外依存」

グローバル化の壁

先⾏者が報われる
市場メカニズムの構築

コスト⾼騰の中で「進まない先⾏投資」

エネルギー⽣産・流通・消費の
「⾒える化」の実現

根強く残る「縦割り構造」

勝ち筋1 勝ち筋2 勝ち筋3

短期思考の壁 業種・業界間の壁
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3つの壁と勝ち筋

【サーキュラーエコノミー】ビジョン実現には「縦割り」 「競争⼼理」 「新品崇拝」という3つの壁があ
りますが、それを乗り越えるための勝ち筋があります

資源循環の広域モデルの構築

全体最適を阻む「縦割り」

モノの価値の証明による
⼆次流通市場の拡⼤

企業間のけん制を⽣み出す「競争⼼理」

組織間の壁

経済価値と環境価値の
両⾯での訴求

新しさにこだわる「新品崇拝」

勝ち筋1 勝ち筋2 勝ち筋3

業種・業界間／地域間の壁 意識や思い込みの壁
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3つの壁と勝ち筋

【観光】ビジョン実現には「ガラパゴス化」 「共創不⾜」 「同族経営」という3つの壁がありますが、
それを乗り越えるための勝ち筋があります

外資参⼊による
「バリューアップシグナル」を
通じた世界⽔準への転換

「ガラパゴス化」した⽇本の観光市場

グローバル化の壁

地域オーガナイザーの確⽴による
プロデュース

事業者間の「共創不⾜」

組織間の壁

⼈材循環の3層モデルを通じた
価値提供⼒向上

⼈材の活⽤・登⽤を阻む「同族経営」

勝ち筋1 勝ち筋2 勝ち筋3

⼈材不⾜の壁
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3つの壁と勝ち筋

【メディア・エンタメ】ビジョン実現には「国内中⼼主義」 「天才依存」 「資⾦調達⼒・リスクテイ
ク不⾜」の3つの壁が⽴ちはだかっていますが、それを乗り越えるための勝ち筋があります

グローバル展開を加速させる
ディストリビューターへの業態転換

海外展開を阻む「国内中⼼主義」

グローバル化の壁

業界⼤連合で
グローバル組織戦への挑戦

組織戦への移⾏を阻む「天才依存」

組織間の壁

IPホルダーのビジネスモデル
⼤転換による投資の呼び込み

⻑期⽬線での
「資⾦調達⼒・リスクテイク不⾜」

短期思考の壁

勝ち筋1 勝ち筋2 勝ち筋3
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3つの壁と勝ち筋

【半導体】ビジョン実現には「技術・連携不⾜」 「⼈材不⾜」 「需要と供給の未連携」という3つ
の壁がありますが、それを乗り越えるための勝ち筋があります

グローバルR&Dでの
⽇本固有のポジション確⽴

市場停滞の背景にある
「技術・連携不⾜」

産業クラスターを起点とした
半導体⼈材の育成

深刻な専⾨・ハイブリッドの
「⼈材不⾜」

新市場を開拓する
デマンド起点での「つながり」創出

需要創出を妨げる
「需要と供給の未連携」

勝ち筋1 勝ち筋2 勝ち筋3

業種・業界間の壁 ⼈材不⾜の壁 組織間の壁
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「価値循環」による新たな企業の成⻑戦略

これからの企業の成⻑戦略には、“回転”と“蓄積”によって、「⼀⼈当たりの付加価値を⾼め
る」ための価値循環が重要です。

売上 価格 数量＝ ×
⼈数 頻度価格 × ×

蓄積 回転価値循環

「良いモノを、安い価格で、たくさん売る」時代から、
「良いモノを、適切な価格で、継続的に売る」時代へ
「良いモノを、安い価格で、たくさん売る」時代から、
「良いモノを、適切な価格で、継続的に売る」時代へ

 ヒト・モノ・カネ・データの全てを循環させて、新たな価値を⽣み出す
循環による継続性を保つことで、顧客の⽣涯価値（LTV）を⾼める
顧客⼀⼈当たりの付加価値を⾼めることが持続的成⻑に繋がる

全てのリソースを循環させる

カネ ヒト

モノ データ

「価値循環」 価値循環による⼀⼈当たりの付加価値の向上
価格と頻度によって付加価値を⾼める

UPUP UPUP

UPUP

＝
取引の頻度を増やす

×
取引で得たデータを基に
付加価値を⾼める

⽣涯価値
（LTV）向上


